
少人数学級の推進と教育予算の拡充を求める意見書

義務標準法が改正され、小学校１年生においては３５人以下学級の基

礎定数化がはかられたものの、小学校２年生については、加配措置にと

どまっており、小学校３年生以上については、何らの措置も講じられて

いません。 

 社会状況の急激な変化などにより、現在の義務教育諸学校は、一人ひ

とりの子どもに対するきめ細かな対応が必要となり、また、いじめ・不

登校など生徒指導上の課題も深刻化しており、専門性を持った職員の配

置が必要です。一方で、学習指導要領の改訂によって、授業時数や指導

内容が増加しており、子どもへのより一層のきめ細かい指導・支援のた

めには、３５人以下学級の計画的な実現が不可欠です。 

 また、義務教育国庫負担制度の国庫負担割合は、３分の１のままで、

ＯＥＣＤ諸国の中でも大変低い水準となっています。さらに、このこと

は自治体の財政を圧迫するとともに、非正規雇用者の増大にみられるよ

うに教育条件格差も生じさせています。 

日本の将来を担う子どもたちの一人ひとりに教育の機会を保障し、教

育水準の維持向上を図るために、政府予算編成において、下記事項が実

現されることを求めます。 

記

１．義務標準法の改正による小学校２年生以上の３５人以下学級を早期に

実現してください。

２．教育の機会均等の保障と教育水準の維持向上を図るため、地域の実情

に応じて教育予算の拡充を図ってください。 

３．教育的課題に対応できる専門性を持った職員の拡充を図ってください。

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出致します。
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